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１．被災地への技術職員の派遣について

農林水産部

東日本大震災により被災した岩手県、宮城県、福島県に対し、全国知事会等からの派遣
要請に基づき、災害復旧に従事する技術職員を派遣する。

、 、 。この派遣に伴う欠員に充てるため 非常勤職員や任期付き職員 再任用職員を採用する

１ 全国知事会等からの派遣要請の内容（農林水産部関係）
(1) 農業土木部門

ア 業務内容：農地・農業用施設関係、漁港施設関係の災害復旧業務
イ 派遣要請人員、期間

岩手県 農地 ８０人 漁港 １２０人 １年
宮城県 農地 １５０人 漁港 １００人 ６ヶ月
福島県 農地 ３０人 漁港 ２０人 ３ヶ月～１年

(2) 林業部門
ア 業務内容：治山・林道関係の災害復旧業務
イ 派遣要請人員、期間

岩手県 １０人 １年
宮城県 ３０人 ６ヶ月
福島県 ９人 ６ヶ月

２ 本県からの派遣予定人員、期間等
派遣予定人員 ２８人（農業土木 １５人、林業 １３人）

(1) 農業土木部門
ア 漁港施設

（ ） （ ）岩手県 ３人 １班 ５月１６日～ １０月末日 ２週間交替
イ 農地・農業用施設

岩手県
（ ） （ ）宮城県 １２人 １班３人×４班 ５月下旬～２４年３月末日 ２週間交替

(2) 林業部門
（ ） （ ）岩手県 １０人 １班３人×２班 ６月上旬～２４年３月末日 ２週間交替
（１班４人×１班）

宮城県
福島県 ３人（１班） 期間は未定

３ 非常勤職員等の採用人員、採用期間
採 用 区 分 人 員 職 種 別 内 訳 採 用 期 間
非常勤職員 １１人 農業土木 2人、林業 9人 ６月１日～２４年３月３１日
任期付き職員 ２人 農業土木 2人 ７月１日～２４年３月３１日
再任用職員 １１人 農業土木 10人、林業 1人 ６月１日～２４年３月３１日
合 計 ２４人 農業土木 14人、林業10人

４ 補正予算計上額
非常勤職員 １１人分 ２５，５７８千円
（内訳）
科 目 区 分 農 地 整 備 課 分 森 林 整 備 課 分

非常勤職員報酬 農業土木 ４，０９１千円 林業 １８，４０８千円
社会保険料 農業土木 ５６０千円 林業 ２，５１９千円
合 計 ４，６５１千円 ２０，９２７千円
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２．果樹試験場試験圃場雪害復旧対策事業（新規）
（果樹試験場施設・設備整備費）

農林政策課

今冬の記録的な豪雪により、試験圃場の樹体の倒木や主枝・側枝の折損など深刻

な被害が発生した。今後、試験研究を継続していくため、早期の樹体復旧と試験圃

場の再生を行う。

１ 事業内容

(1) 果樹試験場施設・設備整備費 当初予算分

(2) 果樹試験場試験圃場雪害復旧対策事業（新規） ５月補正分

ア リンゴの樹体復旧等

・ 支柱・支線での保持、切り戻し、接ぎ木 ２，８５５本

イ リンゴの伐採、抜根（委託）

・ ふじ（マルバ台） ３６本

ウ リンゴ、モモ改植

・ リンゴ １７５本

（秋田紅あかり ７０本、三島ふじ ６５本、その他 ４０本）

・ モモ ３６本

エ オウトウ雨よけハウス復旧

・ 湾曲したパイプの交換 ハウス５棟

オ ブドウ棚の復旧

・ 棚設置、主線・周囲線等の張り替え 約４６アール

２ 事業主体

県

３ 予算額

２，４６０千円（一般財源）

需用費 １，８７３千円

委託料 ５８７千円

４ 事業年度

平成２３年度
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３．コミュニティ・ビジネス推進緊急雇用創出事業（拡充）
【緊急雇用創出臨時対策基金事業】

（農山漁村コミュニティ・ビジネス総合推進事業）

農山村振興課

東日本大震災の影響により、農業体験を含む教育旅行の大幅な減少などの影響が出

ている農家民宿等への支援を行うため、グリーン・ツーリズムの情報収集と大手

旅行会社等への売り込みを図る。

１ 事業内容

(1) ビジネスモデル実証事業

(2) 地域資源活用型雇用創出事業

(3) コミュニティ・ビジネス推進緊急雇用創出事業（拡充）

ア グリーン・ツーリズム等の情報発信戦略の強化（継続：変更なし）

○ 委託先：地域情報出版企業、ＩＴ関連企業 ２団体（３名）

イ グリーン・ツーリズム旅行商品素材の情報収集・売り込み（新規）

５月補正分○ 委託内容

① 体験型旅行のニーズ把握などの市場調査

② 農家民宿・レストランなどの旅行素材の収集・整理

③ 大手旅行会社等に対する旅行素材の売り込み

○ 委託先 ：旅行関係団体 １団体（１名）

○ 委託期間：平成２３年６月～平成２４年３月

以上により、当初予算で措置した分と併せ、３団体（４名）となる。

(4) 中山間地域土地改良施設等保全対策事業

(5) グリーン・ツーリズム推進事業

２ 実施主体

県（委託先：(協)秋田県旅行業協会）

３ 予算額

３，２７６千円（繰入金）

内 訳 ・人件費 ２，０８５千円

賃金（新規雇用１名分） １，６８０千円

通勤手当 １７０千円

社会保険料等 ２３５千円

・物件費 １，０３５千円

・消費税 １５６千円

４ 事業年度

平成２２年度～２３年度

当初予算

当初予算分
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４．花き種苗センター施設管理運営費（拡充）
（非常用発電機設置）

園芸振興課

花き種苗センターでは、５月から冷房を、１１月から暖房を稼働させて種苗供給

を行っているが、停電等に対応するため、非常用発電機を設置する。

１ 事業内容

稚苗温室、ミスト温室等の冷暖房に必要となる非常用発電装置を設置する。

(1) 発電機１台（容量：３００ｋＶＡ）

(2) 燃料貯油槽１基（５，０００㍑）

【花き種苗センターの種苗生産の概要】

年間約３５０万本の種苗を出荷しており、その約６０％がトルコギ

キョウ（約２１０万本）で、県内需要の大半を担っている。

トルコギキョウの育苗には、冷暖房による温度管理を要し、特に５

月以降に冷房管理を行わなければ、定植後の生育停止や採花率低下等

を招く。

２ 事業主体

県

３ 予算額

４９，８００千円（一般財源）

設計委託料 ２，１００千円

工事監理委託料 ７３５千円

工事請負費 ４６，９６５千円

４ 事業年度

平成２３年度
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５．オリジナル品種新改植促進事業（拡充）
【秋田県農林漁業振興臨時対策基金事業】

（オリジナル果樹産地育成強化事業）

園芸振興課

雪害を受けた樹園地において 「秋田紅あかり」等の県オリジナル品種への転換を促進、

するため、種苗供給力を強化する。

１ 事業内容

(1) オリジナル品種新改植促進事業（拡充） ５月補正分

県オリジナル品種「秋田紅あかり」と「秋田紅ほっぺ」の苗木を育成し、生産者に

無償配布する。

育成配布本数：３，５００本（秋田紅あかり、秋田紅ほっぺ、各１，７５０本）

(2) 新技術導入実証事業

(3) オリジナル品種ブランド化事業

(4) 共同防除組織の再編・整備支援事業

(5) 果樹作業受託（コントラクター）の育成事業

２ 事業主体

県（委託先：(社)秋田県果樹協会）

３ 予算額

５，９７７千円（繰入金）

（ 委託費 ５，９７７千円 ）

４ 事業年度

平成２３～２５年度

当初予算分
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６．花きオリジナル品種等生産拡大事業（新規）
【緊急雇用創出臨時対策基金事業】

園芸振興課

震災の影響で長期的な花き生産の低下が見込まれる一方で、小ギクやトルコギキョウの

需要が高まっていることを踏まえ、花き種苗センターによる種苗生産の拡大を図り、本県

の独自性を発揮した産地づくりを推進する。

１ 事業内容

(1) 作業内容

ア トルコギキョウの県オリジナル品種「こまちホワイトドレス」の採種

イ 小ギク等の県推奨品種の種苗生産

(2) 実施箇所

花き種苗センター

(3) 雇用人数

２名

(4) 雇用期間

平成 ２３年６月～平成２４年３月

２ 事業主体

県（直接雇用）

３ 予算額

３，１１９千円（繰入金）

内 訳 ・人件費 ２，９７６千円

賃金（新規雇用２名分） ２，４５０千円

通勤手当 １２５千円

社会保険料等 ４０１千円

・物件費 １４３千円

４ 事業年度

平成２３年度
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７．果樹産地再生支援事業（新規）
【緊急雇用創出臨時対策基金事業】

園芸振興課

雪害を受けた果樹産地の再生と果樹経営の再建のため 「果樹産地再生支援チーム」を、

設置することとし、特に被害が甚大で広範囲な平鹿・雄勝地域においては、果樹農家の営

農に関する意向等、今後の支援に必要となる情報収集を補助する調査員を雇用し、チーム

の活動を強化する。

１ 事業内容

(1) 情報収集の主な内容

ア 樹園地被害や被害樹の生育状況

イ 農家の今後の営農に関する意向

(2) 対象地域の果樹農家数

約２，０００戸（平鹿：約１，５００戸 雄勝：約５００戸）

(3) 雇用人数

８名（平鹿 ５名、雄勝 ３名）

(4) 雇用期間

平成２３年６月～平成２４年３月

２ 事業主体

県（直接雇用）

３ 予算額

１９，７３９千円（繰入金）

内 訳 ・人件費 １７，０３７千円

賃金（新規雇用８名分） １４，２８０千円

通勤手当 ５０４千円

社会保険料等 ２，２５３千円

・物件費 ２，７０２千円

４ 事業年度

平成２３年度



8

大雪による果樹被害等への対応について

園芸振興課

１ これまでの対応

大雪による果樹被害等について、被害樹の修復・せん定等の技術指導のほか、以下の

事業により復旧を支援。

① 雪害復旧支援対策事業 〔県単事業〕

ア 事業の概要

・農業施設復旧対策事業： 雪害により倒壊・破損した農業生産施設の新設や補

修に対し助成。

・樹園地再生対策事業 ： 雪害により被害を受けた樹園地の復旧・再生に対し

助成。

イ 補 助 率： ２分の１

ウ 予 算 額： ８．４億円

エ 申請見込額： 約７．５億円

（農業施設：約２．９億円 樹園地：約４．６億円）

参考：果樹の改植等に係る国庫事業

① 果樹経営支援対策事業（２ａ以上）

・対 象：りんご等の改植に係る経費

・補助率：定額３２万円/10a（りんご わい化の場合）

② 果樹未収益期間対策事業（５ａ以上）

・対 象：未収益期間の育成費

・補助率：定額２０万円/10a

② 低利資金の融通（秋田県営農維持緊急支援資金の活用） 〔県単事業〕

・制度の概要： 昨年の異常気象対策として創設した秋田県営農維持緊急支援資

、 （ ）。金について 今回の豪雪による復旧対策に活用 補助残に活用

・融 資 枠： 平成２３年融資枠３０億円のうち約１６億円について融資可

能。

・融資見込額： 現時点では、雪害復旧に係る申請はないが、今後、補助事業の

事業採択等を受けて、融資申請が上がってくる見込み。

・貸付利率： ０．５％

・償還期間： ５年（うち据置期間１年）以内

２ ５月補正予算での対応

（１）果樹産地再生支援チーム（園芸振興課、地域振興局、果樹試験場）を設置し、樹園

地の再生と果樹経営の再建のための支援を本格化。同チームの活動を強化するため、

樹園地の被害状況や営農に関する意向等の把握に要する経費を計上。

○ 果樹産地再生支援事業（新規 【緊急雇用創出臨時対策基金】 １９，７３９千円）

別 紙
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（２）雪害を受けた樹園地において 「秋田紅あかり」等りんごオリジナル品種への転換、

を促進するため、種苗供給力を強化。

（ ）【 】○ オリジナル品種新改植促進事業 拡充 秋田県農林漁業振興臨時対策基金事業

５，９７７千円

（本事業による育成配布本数は３，５００本で、生産者に無償配布）

３ 中長期的な対策

被害状況、農家の意向等を踏まえつつ、以下の対策を検討。

（現時点では、９月議会で大枠を説明した上で１２月議会での補正措置を想定 ）。

① 新たな融資対策

・ 今秋の収入減に対応するための、新たな融資対策を検討。

・ 現行の秋田県営農維持緊急支援資金（償還期間５年以内、うち据置期間１年以

内）よりも償還期間等を長くすることを検討（償還期間１０年、うち据置期間５

年以内 。）

② 樹園地対策

ア 高収益果樹への樹種転換の加速化

イ 若手果樹農家への樹園地の集積

ウ 山手から平場へ移動改植の促進 等

③ 販売対策

・ 生育不良果の発生も見込まれることから、これらの販売・活用促進策を検討。

４ 被害額の確定

① 農業施設については、現時点でほぼ全体像を把握しており、果樹の樹体について

は、５月末までに確定する予定。

② これらを取りまとめ、６月議会に被害額を報告する予定。
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j

１
　
り
ん
ご
の
栽
培
ご
よ
み

H23
４月

１２月８月 ９月 １０月

　
　
２
　
県
の
対
策

園芸振興課

５月 ６月 ７月 ４月２月 ３月
H24
１月

１１月

生
育

作
業

休眠期
発芽・
展葉期

開花・
結果期

　　　　果実肥大・成熟期
花芽分化 花器形成

落葉期

整枝剪定

施肥

人工受粉

摘花・摘果 仕上げ摘果

夏季剪定
葉摘み 収穫

施肥

国・県事業による補改植、樹体修復 国・県事業による補改植 国事業による改植

　①
これま
での対
応等

果樹産地再
生支援チー
ムの設置

基金事業による支援（共同防除組織の再編、果樹受託組織の育成　等）

　②
５月補
正によ
る対応
等

県オリジナル品種
苗木の供給

【９月議会】

○新たな融資対策
○追加の樹園地対
策等の枠組み
の概要（案）を説明

果樹産地の再生支援に向けて

長期的な営農計画
への支援

オリジナル品種
苗木の育苗
（５月補正）

被害及び生育状況、農家の営農意向等の把握
雇用基金による
調査員の雇用
（５月補正）

被害額等
の確定

　③
中長期
的な対
策

【２次対策の具体化】

追加の樹園地対策等
を検討
（樹種変換の加速化
等）

芽出後防除 以後、収穫期まで２週に１回　計１２回程度の病害虫防除を実施

　県事業（雪害復旧支援対策事業、秋田県営農維持緊急支援資金）、国事業（果樹経営支援対策事業）を活用して実施

【２次対策の枠組みの検討】

被害状況や農家の営農意向を
把握し、
○新たな融資対策
○追加の樹園地対策等の枠
組み

を検討

【１２月補正】

○新たな融資
対策

○追加の樹園
地対策等

収量・品質向上に向けた技術指導
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８．ため池データベース整理事業（新規）
【緊急雇用創出臨時対策基金事業】

農地整備課

県内には農業用ため池が２，７０５箇所あり、老朽化の著しいため池において近年一部

決壊が生じ、また他県では、先の震災において決壊事例も見られたところである。

このため、今後の豪雨や地震等の自然災害による被災の未然防止に向け、ため池の効率

的かつ計画的な整備に資するよう、ため池データベースを早急に整理する。

１ 事業内容

(1) 作業内容

ア 未登録のため池のデータ登録

イ 登録済みのため池のデータ更新

(2) 対象地域

県内（未登録のため池：７５８箇所、登録済みのため池：１，９４７箇所）

(3) 雇用人数

１名

(4) 雇用期間

平成２３年６月～平成２４年３月

２ 事業主体

県（直接雇用）

３ 予算額

１，５７４千円（繰入金）

内 訳 ・人件費 １，５７４千円

賃金（新規雇用１名分） １，３１３千円

通勤手当 ６３千円

社会保険料等 １９８千円

４ 事業年度

平成２３年度
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９．水産加工機器導入支援事業（新規）
【秋田県農林漁業振興臨時対策基金事業】

（秋田の地魚加工商品開発・販売推進特別対策事業）

水産漁港課

東日本大震災で三陸地方の水産加工施設が被災したことにより、これまで一次加

工用原料として三陸地方に出荷された本県産のサケやタラなどは、出荷先を失った

状態になっている。

このため、県内の漁業者による一次加工への取り組みを支援することによって、

水産加工の振興と県内産の魚価の維持に資する。

１ 事業内容

(1) 秋田の地魚加工商品開発・販売推進事業

(2) 秋田の地魚加工商品開発サポート事業

(3) 水産加工機器導入支援事業（新規） ５月補正分

魚類の一次加工を効率的に行うことができる水産加工機器の導入を支援し、

水産加工への取り組みを促進する。

ア 補助率 １／２以内

イ 導入機器 ヘッドカッターマシン（魚類の頭部を切り落とす機械 、）

フィレーマシン（魚類を三枚におろす機械）等

(4) 県産ワカメ増産支援対策事業（新規） ５月補正分（別資料）

２ 事業主体

漁業協同組合、漁業者等

３ 予算額

２６，６１０千円（繰入金）

（ 負担金補助及び交付金 ２６，６１０千円 ）

４ 事業年度

平成２３～２５年度

当初予算分
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１０．県産ワカメ増産支援対策事業（新規）
【秋田県農林漁業振興臨時対策基金事業】

（秋田の地魚加工商品開発・販売推進特別対策事業）

水産漁港課

県内で消費される国産ワカメの大半を占める「三陸わかめ」の養殖施設が、東日

、 、 、本大震災で壊滅状態となり 今後 供給量が大幅に減少すると見込まれることから

県内における養殖ワカメの増産体制を整備する。

１ 事業内容

(1) 秋田の地魚加工商品開発・販売推進事業

(2) 秋田の地魚加工商品開発サポート事業

(3) 水産加工機器導入支援事業（新規） ５月補正分（別資料）

(4) 県産ワカメ増産支援対策事業（新規） ５月補正分

ア ワカメ養殖施設の設置に対する助成

・ 施 設 数：４９施設（１６グループ）

・ 補 助 率：定額（１００千円）

イ 水産振興センターが供給するワカメ種糸生産設備の整備等

２ 事業主体

(4)のア ：漁業者グループ

(4)のイ ：県（水産振興センター）

３ 予算額

８，０９５千円（繰入金）

(4)のア ４，９００千円

（ 負担金補助及び交付金 ４，９００千円 ）

(4)のイ ３，１９５千円

需用費 ９９４千円

使用料及び賃借料 ２６９千円

備品購入費 １，９３２千円

４ 事業年度

平成２３～２５年度

当初予算分



16

１１．緑の緊急雇用拡大推進事業（新規）
【緊急雇用創出臨時対策基金事業】

林業木材産業課

東日本大震災等の影響により県内の合板・製材工場等はフル稼働で生産している

ことから、震災による避難者も含む新規林業従事者の雇用創出を図ることにより、

スギ素材生産の大幅な増加に対応する。

１ 事業内容

(1) 委託内容

新規雇用の創出を図りながら林業実践研修を行う。

(2) 対象地域

県内（林業事業体等）

(3) 雇用人数

３０名

(4) 雇用期間

平成２３年６月～平成２４年３月

２ 事業主体

県（委託先：秋田県森林組合連合会）

３ 事業費

６２，４３２千円（繰入金）

内 訳 ・人件費 ５８，９２７千円

賃金（新規雇用３０名分） ４８，０００千円

賃金（県森連職員２名分） １，２００千円

社会保険料等 ９，７２７千円

・物件費 ５３２千円

・消費税 ２，９７３千円

４ 事業年度

平成２３年度
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１２．林業労働力雇用支援事業（新規）
【森林整備担い手育成基金事業】

林業木材産業課

東日本大震災等の影響により県内の合板・製材工場等はフル稼働で生産している

ことから、県内の林業事業体等に対し、従事して２年以内の就業者に係る実践研修

への支援を行うことにより、林業技術者を早期に養成し、スギ素材生産の大幅な増

加に対応する。

１ 事業内容

(1) 委託内容

認定事業体等が行う実践研修に対する支援

※ 認定事業体とは、事業量の安定確保、雇用の安定化、労働条件の改善、生産性の

向上等について改善計画（５年間）を作成し、その計画を実施する意欲と能力を有

する林業事業体等

(2) 対象地域

県内

(3) 対象人数

２０人

(4) 委託期間

平成２３年６月～平成２４年３月

２ 事業主体

県（委託先：秋田県森林組合連合会）

３ 事業費

１６，５０９千円（繰入金）

（ 委託料 １６，５０９千円 ）

４ 事業年度

平成２３年度
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１３．木質バイオマス利用施設等整備事業（新規）
【秋田県農林漁業振興臨時対策基金事業】

（秋田スギ製材品品質向上施設整備先導事業）

林業木材産業課

東日本大震災の復興資材の安定供給に向け、人工乾燥機の燃料となる重油の入手

難や価格高騰への対策として、製材工場等への木屑焚きボイラーの導入に対し支援

する。

１ 事業内容

( ) 高次加工機械設備等導入事業 当初予算分1
(2) 木質バイオマス利用施設等整備事業（新規） ５月補正分

ア 施設整備

木屑焚きボイラーの導入

イ 補助率等

定額 ５０，０００円／

ウ 事業費

８９，２５０千円

２ 事業主体

木材加工企業

３ 予算額

６８，０００千円（繰入金）

（ 負担金補助及び交付金 ６８，０００千円 ）

４ 事業年度

平成２３年度
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１４．震災復興秋田スギ緊急確保事業（新規）
【緊急雇用創出臨時対策基金事業】

森林整備課

東日本大震災の復興に必要な木材の緊急的な需要に対応するため、県営林及び林

業公社林から供給する伐採立木を緊急に調査する。

１ 事業内容

(1) 実施箇所

ア 上鴨沢県営林（大館市） 外７カ所

イ 水無公社林（鹿角市） 外５７カ所

(2) 実施面積

５５４ｈａ

・ 県営林（主伐） 81ha(生産見込材積20,000)

・ 公社林（間伐） 473ha(生産見込材積14,400)

(3) 雇用人数

１５名

(4) 雇用期間

平成２３年６月～平成２３年１０月

２ 事業主体

県（委託先： 財）秋田県林業公社）（

３ 予算額

２２，７６８千円（繰入金）

内 訳 ・人件費 １７，４１２千円

賃金（新規雇用９名分） ９，０９０千円

（林業技術者３名分） ４，４７０千円

（公社職員３名分） ８９４千円

社会保険料等 ２，９５８千円

・物件費 ４，２７２千円

・消費税 １，０８４千円

４ 事業年度

平成２３年度
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１５．海岸保全林健全化推進事業（新規）
【緊急雇用創出臨時対策基金事業】

森林整備課

海岸地域における砂防林の健全化（景観向上・保全）を図るため、不法投棄物の

処理のほか、枯死木の整理、林内に侵入した広葉樹・林床堆積物の除去等を実施す

る。

１ 事業内容

(1) 対象地域

能代市・八峰町（県営海岸保安林 、約５００ｈａ）

(2) 雇用人数

３名

(3) 雇用期間

平成２３年６月～平成２３年１１月

２ 事業主体

県（委託先：県内の森林組合等）

３ 予算額

５，２８２千円（繰入金）

内 訳 ・人件費 ４，０２７千円

賃金（新規雇用２名分） ２，２３２千円

（管理者１名分） １，１１６千円

社会保険料等 ６７９千円

・物件費 １，００３千円

・消費税 ２５２千円

４ 事業年度

平成２３年度
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１６．林道台帳整備事業（新規）
【緊急雇用創出臨時対策基金事業】

森林整備課

林道台帳（紙ベース）のデータベース化及び一覧表化を行い、林道情報検索の迅

速化とデータ分析・集計の効率化を図る。

１ 事業内容

(1) 作業内容

ア 林道台帳の総括表、経過表のデータ入力

イ 林道沿線の資源状況を森林ＧＩＳにより集計

(2) 実施箇所

秋田市（森林整備課内）

(3) 雇用人数

２名

(4) 雇用期間

平成２３年６月１日～平成２３年８月３１日

２ 事業主体

県（直接雇用）

３ 予算額

１，０４４千円（繰入金）

内 訳 ・人件費 ９７４千円

賃金（新規雇用２名分） ８１２千円

社会保険料等 １６２千円

・物件費 ７０千円

４ 事業年度

平成２３年度


